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「令和７年度 有価証券報告書レビューにおいて識別された
課題対応にあたって参考となる開示例集」について

 金融庁は、令和７年度の有価証券報告書レビューとして、令和７年３月31日以降に終了する事業年度に
係る有価証券報告書について、サステナビリティに関する企業の取組の開示や政策保有株式を含めた
コーポレート・ガバナンスに関連する開示等の審査を実施している。

 今後の提出会社による自主的な改善に資するよう、令和７年度の有価証券報告書レビューにおいて本資
料公表時点までに識別された課題への対応にあたって参考となる開示例集を「令和７年度 有価証券報
告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた留意すべき事項等」（以下「本紙」という。）の別冊付録
として取りまとめた。

 本開示例集の編纂にあたっては、投資家・アナリスト・有識者及び企業の皆様による勉強会を開催し、そ
こでご議論いただいた内容を反映している。

 本開示例集は、企業の実務のひとつの参考として、本資料公表時点における開示実務を前提に取りまと
めたものである。各開示例は必ずしもすべての留意事項等を網羅しているものではなく、開示例としての
公表をもって、開示例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証するものでもない。企業にとって参
考となる事例の水準は、今後の実務の進展に伴い、継続的に進歩していくものと想定される。また、開示
については、いわゆるボイラープレートになりうるような一定の形式が想定されるわけではなく、企業の個
別の状況に合わせて、様々な開示が想定されるので、本開示例も参考にしながら、より良い開示を目指し
ていただきたい。

 なお、金融庁では、平成30年度より毎年、開示の充実に向けた実務の積上げ・浸透を図る取組として、投
資者の判断に有益となるような先進的な開示例を「記述情報の開示の好事例集」として取りまとめて公表
しているので、こちらも適宜参考にされたい。
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「令和７年度 有価証券報告書レビューにおいて識別された
課題対応にあたって参考となる開示例集」の使い方

 それぞれの開示例では、青色のボックス（①）内に参考になる主なポイントを記載しているので、参考にし
ていただきたい。

 開示例は、必要に応じて、文章や図表の抜粋・省略やレイアウトの変更を行ってる。全体像については、
対象開示資料と該当ページを記載しているので、EDINET又は各社ウェブサイトで検索の上、確認いただ
きたい。

 本開示例集では、目次の会社名から各開示例へのハイパーリンクを付している（②）。また、企業の取組
例の会社名から各開示例へのハイパーリンクを付している（③）。さらに、各開示例のスライド右上には、
目次に戻るためのハイパーリンクを付している（④）ので、適宜活用いただきたい。

4！ 本開示例集の公表をもって、開示例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証するものではない。

②

①

③
④



Ⅰ. サステナビリティに関する企業の取組の開示



対応にあたって参考となる開示例の目次（１／５）

項目 課題 留意事項等（※1） 参考となる開示例（※3） 

１．ガバナンス ① サステナビ

リティ関連のガ
バナンスに関
する記載がな
い又は不明瞭
である （本紙
P.23-24参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a.サステナビリティ関連のリスク及び機会を
監視・管理するためのガバナンスの過程、
統制及び手続の内容について記載

b.サステナビリティ関連の執行体制だけで
なく、取締役会等による監督を含めたガバ
ナンスの過程、統制及び手続について記
載

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待、その他留意事項等）] （※2）

d. 取締役会等による監督の状況等（方針
等の状況、スキル等の利用可能性・開発
予定、サステナビリティ関連のリスク・機会
に関する情報がもたらされる頻度・考慮状
況、目標のモニタリング状況（報酬に関す
る方針を含む）、経営者の役割等）を記載

• サワイグループホールディング
ス株式会社[1-1] (a, b, d)

• 兼松株式会社[1-2] (a, b, d)

• 鴻池運輸株式会社[1-3](a, b, d)

6

（※1） 留意事項等の冒頭のアルファベット等は、参照しやすいように、基本的に、本紙において留意事項等に付されているものと同じものにしている。 本資料では、本紙の留意事項等の一部について
参考となる開示例を掲載する形式としている。このため、本頁の留意事項等のアルファベット等は、通常のアルファベット等の順番通りに並んでいない場合がある（以下同じ）。
（※2） 「開示の充実に向けて参考になると考えられる事項（投資家・アナリスト・有識者の期待、その他留意事項等）」とは、法令等に準拠したうえで、さらに投資者の投資判断や投資者との対話に有用
な情報を提供する観点から、開示の充実を検討する際に参考になると考えられる事項である（以下同じ）。
（※3） 「参考になる開示例」に記載の各会社名から各開示例へハイパーリンクを付しているので、適宜活用いただきたい（以下同じ）。



対応にあたって参考となる開示例の目次（２／５）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

２．リスク管理 ② サステナビリ

ティ関連のリス
クを識別、評価
及び管理する
ための過程に
関する記載が
不明瞭である 
（本紙P.25-27参照）

③ サステナビリ

ティ関連の機会
を識別、評価及
び管理するた
めの過程に関
する記載がな
い （本紙P.25-27参

照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって留
意すべき事項]

a. サステナビリティ関連のリスク及び機会を
識別、評価及び管理するための過程につい
て記載

[開示の充実に向けて参考になると考えられ
る事項（投資家・アナリスト・有識者の期待、
その他留意事項等）]

c. リスクを識別、評価、優先順位付け及びモ
ニタリングするために用いるプロセス及び関
連する方針に関する情報（例えば、インプッ
ト、シナリオ分析、リスクの影響の性質、発
生可能性及び規模の評価方法、リスクの優
先順位付け、リスクをモニタリングする方法
等）やサステナビリティに関連するリスク・機
会を識別、評価、優先順位付け及びモニタリ
ングするために用いるプロセスが企業の全
体的なリスク管理プロセスにどのように統合
されているかについて記載

• 株式会社キムラ[2-1] (a)

• 株式会社ケーズホールディン
グス [2-2] (a, c)
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対応にあたって参考となる開示例の目次（３／５）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

３．戦略・指標
及び目標

④ 識別したサステナ
ビリティ関連のリスク
及び機会に対応する
戦略並びに指標及び
目標に関する記載が
ない又は不明瞭であ
る（本紙P.28-30参照）

⑤ サステナビリティ
関連のリスク及び機
会の記載がない又は
不明瞭なため、サス
テナビリティに関する
戦略並びに指標及び
目標に関する記載が
不明瞭である（本紙
P.28-30参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあ
たって留意すべき事項]

a. サステナビリティに関する戦略並
びに指標及び目標のうち、重要なも
のについて記載

[開示の充実に向けて参考になると
考えられる事項（投資家・アナリスト・
有識者の期待、その他留意事項等）]

b. 戦略や指標及び目標を開示する
際には、対応するサステナビリティ関
連のリスク及び機会についても記載

c. サステナビリティ関連のリスクや機
会と対応する戦略や指標及び目標
のうち重要なものについて対応関係
やつながりを理解できるように記載

d. 財務的な影響や時間軸を記載す
るとともに、前提その他の補足情報
（定義、算定方法、仮定等）を記載

e. 指標に関する前提その他の補足
情報（定義、算定方法、仮定等）を記
載

• ダイコク電機株式会社 [3-1] (a, 
d)

• ダイワボウホールディングス株
式会社[3-2] (a, b, c, d)

• テイ・エス テック株式会社 [3-
3] (a, b, c, d)

• 株式会社エディオン[3-4] (a, d, 
e)
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対応にあたって参考となる開示例の目次（４／５）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

４．人的資本 ⑦ 人的資本（人材の
多様性を含む）に関
する方針、指標、目
標及び実績のいずれ
かの記載がない又は
不明瞭である（本紙
P.33-34参照）

[開示の充実に向けて参考になると

考えられる事項（投資家・アナリスト・
有識者の期待、その他留意事項等）]

b. 方針と関連する指標、目標及び実
績については対応関係やつながりを
理解できるように開示

c. 指標については、指標の前提その
他の補足情報（指標の定義、算定方
法、仮定等）に関しても併せて記載

• 西松建設株式会社 [4-1] (b, c)

• 株式会社アイティフォー[4-2] (b, 
c)

• テクマトリックス株式会社[4-3] 
(c)

• 株式会社PILLAR [4-4] (b)

• 三菱製鋼株式会社[4-5] (b, c)
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対応にあたって参考となる開示例の目次（５／５）

項目 留意事項等 参考となる開示例

５．企業価値
向上に向けた
ストーリーを
意識した開示
（本紙P.20参照）

[開示の充実に向けて参考になると考えられる事項（投資家・
アナリスト・有識者の期待、その他留意事項等）]

a. 経営方針・経営戦略等との整合性を意識して説明

b. 各取組に関連するリスクと機会を開示

d. サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する将来の財
務的影響を開示

• 西松建設株式会社 [4-1] (a)

• 株式会社アイティフォー [4-2] 
(a)

• 株式会社 PILLAR[4-4] (a)

• 三菱製鋼株式会社 [4-5] (a)

• ダイワボウホールディングス株
式会社[3-2] (b, d)

• テイ・エス テック株式会社[3-3] 
(b, d)
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１．ガバナンス



[参考になる主なポイント]

◼ サステナビリティ全般のガバナンスに関して、サステナビリティ推進のために設置する
委員会の記載とともに、取締役会の監督機能に関して取締役会への報告の頻度、報
告内容等を具体的に記載しており、ガバナンスについて執行側の体制だけではなく監
督側の機能を具体的に記載している。取締役会への報告内容の記載から、会社がど
のような課題に対応しようとしているのかを具体的に読み取れるよう工夫した開示とし
ている。

サワイグループホールディングス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.11-12 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

1-1
ガバナンス

12

目次に戻る

連結売上高：1,890億円、提出会社従業員数：98人、連結従業員数：3,310人、市場区分：プライム



[参考になる主なポイント]
（１）サステナビリティ推進委員会を通じた執行体制とともに、取締役会による監督の状況に

ついて、報告の頻度とともに簡潔に記載し、また、サステナビリティに関するガバナンス
の内容の全体を図示している。

（２）人的資本に特有のガバナンスがある場合に、人的資本に関する開示の中で当該ガバ
ナンスについて開示している。

（３）コーポレートガバナンスの概要の取締役会の活動状況に記載の取締役会における具
体的な検討内容において、気候変動や人的資本等のサステナビリティに関する協議・
審議をしていることを記載している。

兼松株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.17-21,48 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

1-2
ガバナンス

13

目次に戻る

連結収益：1兆509億円、提出会社従業員数：821人、連結従業員数：8,644人、市場区分：プライム

【コーポレート・ガバナンスの概要】 ※ 一部抜粋



[参考になる主なポイント]
（１）（２）サスティナビリティに関する各機関の体制図、メンバー、役割が読み取れる。

鴻池運輸株式会社（1/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.20-22 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

1-3
ガバナンス

14

目次に戻る

連結売上高：3,449億円、提出会社従業員数：9,264人、連結従業員数：16,650人、市場区分：プライム



鴻池運輸株式会社（2/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.20-22 1-3
ガバナンス

15

目次に戻る

連結売上高：3,449億円、提出会社従業員数：9,264人、連結従業員数：16,650人、市場区分：プライム

[参考になる主なポイント]
（３）当期において取締役会で検討されたサスティナビリティ委員会の活動報告等が具体的に

記載されており、どのように監督機能を発揮していたか十分に読み取れる。



２．リスク管理



[参考になる主なポイント]

◼ リスク管理の記述において、リスクと機会に分けてそれぞれ識別、評価、管理のプロセ
スを記載し、記載漏れを防ぎ不明瞭な点がないように工夫した開示としている。

株式会社キムラ（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.12 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

2-1
リスク管理
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目次に戻る

連結売上高：362億円、提出会社従業員数：154人、連結従業員数：751人、市場区分：スタンダード



[参考になる主なポイント]

◼ サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別、評価、管理するプロセス及びグループ
全体のリスク管理への統合について、関連する会議体・部署の役割を表形式で明示し
ながら、記載している。

株式会社ケーズホールディングス（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.13-14 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

2-2
リスク管理

18

目次に戻る

連結売上高：7,380億円、提出会社従業員数：2,277人、連結従業員数：7,232人、市場区分：プライム



３．戦略・指標及び目標



[参考になる主なポイント]
◼ シナリオ分析の前提情報として分析対象の事業セグメント及び当該セグメントを対象と

した理由を記載している。

ダイコク電機株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.12 3-1
戦略

20

目次に戻る

連結売上高：574億円、提出会社従業員数：423人、連結従業員数：736人、市場区分：プライム

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋



ダイワボウホールディングス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.11,14 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

21

目次に戻る

連結売上高：１兆1,368億円、提出会社従業員数：37人、連結従業員数：2,928人、市場区分：プライム

[参考になる主なポイント]
◼ 気候変動に関するシナリオの前提・対象事業・時間軸を明示している。
◼ リスク・機会に対する当社への影響・時間軸・財務影響・特に影響が強い対象事業・想定

される主な取り組みを表形式で明瞭に記載している。
◼ 時間軸・財務影響について、定量的に明示している。

（中略）

3-2
戦略企業価値



[参考になる主なポイント] (次ページも同様)
◼ 財務的影響を大・中・小の３段階で定性評価し、特定した重要なリスクと機会の影響に

ついては定量評価を実施したことを開示している。
◼ 時間軸の定量情報（「中期」は2030年、「長期」は2050年を設定していること）を開示して

いる。
◼ リスクと機会に対応する潜在的な財務影響について影響の定性的な内容、発生時期

や期間、影響額の対象（例えば「減収影響額」、「炭素税影響額」、「コスト削減効果」
等）を開示している。

テイ・エス テック株式会社（1/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.19-21 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

3-3

22

目次に戻る

連結売上収益：4,605億円、提出会社従業員数：1,634人、連結従業員数： 14,163人、市場区分：プライム 戦略企業価値



テイ・エス テック株式会社（2/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.19-21 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

3-3

23

目次に戻る

連結売上収益：4,605億円、提出会社従業員数：1,634人、連結従業員数： 14,163人、市場区分：プライム 戦略企業価値



[参考になる主なポイント]
◼ CO2排出量削減に関する実績を図表を用いながら記載している。
◼ 排出量の実績の算定方法等の前提その他の補足情報を記載している。
◼ Scope1～Scope3の2024年度の排出実績を速報値ベースで開示している。
◼ Scope3の算定対象範囲を開示し、カテゴリ毎の詳細についてはウェブサイトを参照し、

リンク先を明記している。

株式会社エディオン（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.19-20 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

24

目次に戻る

連結売上高：7,681億円、提出会社従業員数：7,852人、連結従業員数： 9,315人、市場区分：プライム

3-4
指標・目標



４．人的資本



[参考になる主なポイント]
◼ 指標及び目標で、中期経営計画における変革プログラムとして設定した3つの枠組み

にかかる６つの主な取り組みのKPI（13項目の指標）ついて、それぞれ具体的数値をあ
げて開示している。経営戦略や企業価値向上とのつながりを意識していることが読み
取れる。

◼ 「取り組みの主なKPI」でKPIの計算式を明示している。

西松建設株式会社 （1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P. 24-26 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

26

目次に戻る

連結売上高：3,668億円、提出会社従業員数：2,622人、連結従業員数：3,065人、市場区分：プライム

4-1
人的資本

（中略）

（略）

企業価値



[参考になる主なポイント]
◼ 人財の確保や育成に関連する取組が、経営の目指す目標であるROICの向上とどのよ

うにつながっているかを図示している。
◼ 人材戦略の取組みの関係について全体像を図示するだけでなく、個々の取組につい

て具体的な説明がされており、分かりやすい人材戦略の開示がなされている。
◼ 人材戦略の個々の取組みの説明の中で指標及び目標を記載することで戦略と指標及

び目標のつながりが分かるように開示している。
◼ 社内人材の教育・育成のKPIの一つであるPMP取得者数及び情報処理技術者国家資

格取得者について、対象部門が技術開発本部であることを記載してKPI項目・目標の
設定対象を明示している。

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

4-2

27

目次に戻る

連結売上高：205億円、提出会社従業員数：510人、連結従業員数：625人、市場区分：プライム

株式会社アイティフォー（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.15-20 
人的資本企業価値



[参考になる主なポイント]

◼ エンゲージメントサーベイの結果数値の開示にあたり、数値の位置づけや計算過程な
どを丁寧に示し、読み手が具体的な内容を理解できるよう工夫した開示としている。

テクマトリックス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.36-37 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

4-3
人的資本

28

目次に戻る

連結売上収益：648億円、提出会社従業員数：619人、連結従業員数：1,738人、市場区分：プライム



株式会社PILLAR（1/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.20-23 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

4-4
人的資本

29

目次に戻る

連結売上高：579億円、提出会社従業員数：635人、連結従業員数：1,212人、市場区分：プライム 企業価値

[参考になる主なポイント] (次ページも同様)
◼ 経営戦略と人材ビジョン、経営戦略と人財戦略の連動を記載している。
◼ ５つの人財戦略と具体的施策並びにKPIの対応関係が明瞭な記載をしている。
◼ KPIの進捗状況や今後の方向性について記載している。



株式会社PILLAR（2/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.20-23 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

4-4
人的資本

30

目次に戻る

連結売上高：579億円、提出会社従業員数：635人、連結従業員数：1,212人、市場区分：プライム 企業価値



[参考になる主なポイント] (次ページも同様)
◼ 従業員エンゲージメントについて、単に指標として記載するのではなく、必要性や調査

の結果明らかとなった自社の弱みについても記載し、改善に向けた取り組みについて
記載している。

三菱製鋼株式会社（1/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.22-24 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

4-5
人的資本

31

目次に戻る

連結売上高：1,595億円、提出会社従業員数：681人、連結従業員数：3,841人、市場区分：プライム 企業価値



三菱製鋼株式会社（2/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.22-24 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

4-5
人的資本

32

目次に戻る

連結売上高：1,595億円、提出会社従業員数：681人、連結従業員数：3,841人、市場区分：プライム 企業価値



(参考) 本開示例集に採り上げた企業における
サステナビリティ開示に関する取組例



企業の主な取組み（サワイグループホールディングス株式会社）（※1）

• 経営陣はサステナビリティ取組みも重視していたが、2021年4月の持株会社化によっ
て事業会社と分かれた結果、サステナビリティ関連の情報把握が粗くなる可能性が
あり、どのような管理・監督体制及び開示体制の整備・運用に関与すべきか、また、
持株会社化を機に整備したサステナビリティ関連委員会について具体的にどのよう
に開示すべきかについて問題意識を持っていた。

経緯や
問題意識

• 持株会社及び事業会社の関係者を委員とする当社グループの合同委員会を四半
期に1回開催し、グループ全体の観点から重要な事項を把握して適宜フィードバック
を行い、その状況を少なくとも年1回取締役会に報告し、監督を受けている。 この結
果、会社や社内組織を超えた連携を行うとともに、事業会社の自主性の尊重、フレ
キシブルかつ迅速な意思決定と効率的な経営の実現とのバランスを図っている。

取組やプ
ロセスにお
ける課題・

工夫等

• 経営陣とサステナビリティ関連の４つの合同委員会事務局が年1回、グループガバ
ナンス会議において、有価証券報告書等に掲載するサステナビリティ関連の情報を
確認・審議・修正した上で、適宜サステナビリティ委員会を含む各合同委員会の取
組みや提言等を含め少なくとも年1回取締役会に報告している状況が伝わるような
開示に努めている。

開示をする
にあたって
の課題・工

夫等

• 少なくとも年1回取締役会へのサステナビリティ関連報告に加え、四半期ごとに開催
される合同委員会の議事録が取締役会メンバーに提供されている。これらに対して
取締役会から受けたフィードバックの内容を可能な範囲で開示することで、サステナ
ビリティ関連のリスク・機会・戦略・目標等に関する取締役会の監督が実効性あるも
のであることを投資家株主に伝えられるよう更なる充実化を図っていきたい。

更なる充
実化に向

けた取り組
み予定等

1-1
ガバナンス

（※1） タイトルに記載の会社名から各開示例へハイパーリンクを付しているので、適宜活用いただきたい（以下同じ）。 34



企業の主な取組み（ダイワボウホールディングス株式会社）

•2021年施行の改訂コーポレートガバナンス・コードを契機に、TCFD提言に基づく開示の検討を開始し、
2022年に開示した。

•経営層の関与のもと、気候変動が将来の財務に与える影響を適切に説明することが中長期的な企業
価値向上に資するとの認識に立ち、グループ横断のESG推進会議・ESG推進委員会での審議を重ね、
取締役会を経てウェブサイトで開示した。

経緯や
問題意識

•グループ横断のワーキングチームを設置し、勉強会等を通じて気候変動と経営戦略との関係につい
て共通理解を醸成した。

•リスク・機会の抽出にあたっては、外部専門家の知見も活用しながら想定要素を当社で整理の上、事
業会社で顕在化時期や影響度をスコアリングして集約した。

•取締役会へ適宜報告し、経営方針との整合性を確認しながら推進した。

取組やプ
ロセスにお
ける課題・

工夫等

•当社グループは事業特性の異なる2つの事業を展開しているため、気候変動リスク・機会が売上やコ
スト等に与える影響の現れ方が事業ごとに異なる。そのため、社内データや各種外部パラメータを用
いて事業ごとに財務影響の算定式を設計し、影響額を算定した。

•財務影響の考え方や時間軸設定の意義について、経営層・事業会社・関係部署へ丁寧に説明を重
ね、理解のすり合わせを行いながら算定の精度向上を図った。

開示をする
にあたって
の課題・工

夫等

•昨年7月に脱炭素社会の実現に向けたカーボンニュートラル宣言をウェブサイトで開示した。今後はSSBJ基準
および関連する実務上の取扱いの動向も踏まえ、開示の範囲と内容を順次拡充していく予定。

•有価証券報告書において、現在はスコープ1・2を中心に掲載しているが、今後は当社事業に関わるバリュー
チェーン全体の透明性向上に向け、スコープ3の掲載も検討している。削減施策や中長期目標との整合性を
意識し、更なる開示の充実を図る。

更なる充
実化に向

けた取り組
み予定等

企業価値

3-2
戦略

35



企業の主な取組み（西松建設株式会社）

• 当社では、サステナビリティ目標、中期経営計画にもとづき、人的資本を最大化するための重要な取り組みを設定して
きた。

• これまで経営戦略と人財戦略の連動については文章で表現していたが、今回改めて投資家目線に立ち、人的資本に
関する取り組みと経営戦略の連動をいかにわかりやすく表現（図示）するかを意識した。

• これまでの当社の有価証券報告書における人的資本開示では他社との比較ができるような情報が希薄であった。その
ため他社との比較で投資家が企業を評価できるような表現を追加していくことが必要であると認識していた。

経緯や
問題意識

• 有価証券報告書レビューにおける他社事例、開示内容を参考にし、経営戦略と人財戦
略の連動の示し方を検討した。

• 具体的な指標（計算式）と数値を掲載することにより、情報の透明性と他社との比較可
能性を追求した。

取組やプ
ロセスにお
ける課題・

工夫等

• サステナビリティ目標と中期経営計画と人財戦略のつながりを理解いただけるような表
現とした。特に中期経営計画で掲げる「変革プログラム」との関連性を端的に示すため
マトリックス表で示した。

• 各取り組みについては、なぜ取り組んでいるのかがわかるように文章で補足した。

開示をする
にあたって
の課題・工

夫等

•他社事例を参考に、経営目標と人財戦略の取り組みKPIがどのようにつながっているのかを「ツ
リー構造」で示すなど、投資家にとっての理解しやすさをさらに追求する。

•「なぜ女性採用率なのか」「なぜ男性育休なのか」といったところまでの記載に踏み込んでおら
ず、今後、経営戦略との連動性をさらにわかりやすく伝えるために、どのように記載するかを工
夫したい。

更なる充
実化に向

けた取り組
み予定等

企業価値

36



Ⅱ. コーポレート・ガバナンス関連の開示



対応にあたって参考となる開示例の目次（１／６）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

６．政策保有
株式

③ 政策保有株

式の銘柄ごとの
保有目的（保有
目的が提出会
社と当該株式の
発行者との間の
営業上の取引、
業務上の提携
その他これらに
類する事項を目
的とするもので
ある場合には、
当該事項の概
要を含む）が具
体的に記載され
ていない （本紙

P.46-47参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a. 政策保有株式の銘柄ごとの開示におい
て、保有目的（保有目的が提出会社と当
該株式の発行者との間の営業上の取引、
業務上の提携その他これらに類する事項
を目的とするものである場合には、当該
事項の概要を含む）を具体的に記載

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待、その他留意事項等）] 

c. 政策保有株式の保有目的について、当
該株式の保有が企業価値向上にどのよう
につながるのかの観点を含めて、具体的
に記載

• 株式会社 丸井グループ [6-
1] (a, c)

38



対応にあたって参考となる開示例の目次（２／６）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

６．政策保有
株式

⑥ 銘柄ごとの政

策保有株式の
定量的な保有
効果の記載が
困難な場合にお
いて、政策保有
株式の保有の
合理性を検証し
た方法の記載
が不明瞭である 
（本紙P.48-49参照）

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待、その他留意事項等）] 

e. 政策保有株式の保有の合理性を検証
した方法について、検証に使用している具
体的な指標およびその定義・算定式や、
事業の収益獲得への貢献度合いによる
検証などを含めて、具体的に記載

• グンゼ株式会社 [6-2] (e)

• ホッカンホールディングス株式
会社 [6-3] (e)

• 株式会社池田泉州ホールディ
ングス[6-4] (e)

39



対応にあたって参考となる開示例の目次（３／６）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

６．政策保有
株式

⑦ 政策保有株
式縮減の方針を
示しつつ、売却
可能時期等につ
いて発行者と合
意をしていない
状態で純投資
目的の株式に
変更を行ってお
り、実質的に政
策保有株式を継
続保有している
ことと差異がな
い状態になって
いる （本紙P.50-52

参照）

・ 「売らせない
圧力」（本紙P.57参

照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a. 純投資目的の株式への保有目的の変
更の理由や変更後の保有又は売却に関
する方針を記載

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待、その他留意事項等）] 

d. 純投資目的の株式の運用体制につい
て記載

*. 政策保有株式の売却を妨げない方針
（コーポレートガバナンス・コード補充原則
１－４①）を記載

• 株式会社七十七銀行 [6-5] 
(d)

• アンリツ株式会社 [6-6] (*)

• 株式会社北洋銀行 [6-7] (a)

40



対応にあたって参考となる開示例の目次（４／６）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

６．政策保有
株式

⑨保有目的を純
投資目的に変
更した場合に、
保有目的の変
更の理由の記
載が不明瞭であ
る（本紙P.53-55参

照）

⑩保有目的を純
投資目的に変
更した場合に、
変更後の保有
又は売却に関
する方針の記載
が不明瞭である
（本紙P.53-55参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

b.投資者が、当該株式が売却されるのか
継続保有されるのかといった方針に加え、
その方針と実際の売却状況や保有状況
が整合しているのかを確認でき、提出会
社との対話に資するように記載

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待、その他留意事項等）] 

c.保有目的を明確に説明できない政策保
有株式は売却すべきものであって、本来
的には政策保有株式の保有意義が薄れ
たのであれば振り替えではなく、直接売却
をしていくべきである

• 株式会社北洋銀行 [6-7] (b)

• 東京海上ホールディングス株
式会社[6-8] (c)
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対応にあたって参考となる開示例の目次（５／６）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

７．その他の
コーポレート・
ガバナンス

① 取締役会、会

社が任意に設
置する指名・報
酬委員会、監査
役会等の開催
頻度、具体的な
検討内容、出席
状況等の記載
がない （本紙P.44

参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a. 取締役会等の開催頻度、具体的な検
討内容、出席状況等について、それぞれ
当該事業年度における実績を記載

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待、その他留意事項等）] 

b. 取締役会等の具体的な検討内容として、
例えば、資本コストや株価を意識した経営
の実現への対応、取締役会の実効性評
価、サステナビリティ関連や政策保有株
式関連の検討事項等を記載

• インフロニア・ホールディングス
株式会社[7-1] (a, b)

• 神鋼商事株式会社[7-2] (a, b)

• 株式会社シモジマ[7-3] (a)

• 株式会社ワコールホールディ
ングス[7-4] (a, b)

• 株式会社オリエントコーポレー
ション[7-5] (b)
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対応にあたって参考となる開示例の目次（６／６）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

７．その他の
コーポレート・
ガバナンス

② 内部監査が

取締役会に直
接報告を行う仕
組みの有無に
関する記載がな
い （本紙P.45参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a. 内部監査部門が取締役会等に直接報
告を行う仕組みの有無について記載

• 株式会社ゼンリン[7-6] (a)

43



６．政策保有株式



株式会社 丸井グループ（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.76-78 

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋

6-1

45

目次に戻る

連結売上収益：2,543億円、提出会社従業員数：270人、連結従業員数：4,051人、市場区分：プライム

[参考になる主なポイント]

◼ 「共創投資」銘柄の保有によるシナジー効果を定量的に記載している。
◼ 「共創投資」銘柄の保有目的を、投資先企業との協業の内容が想起できるように記載

している。

政策保有



[参考になる主なポイント]
◼ 保有意義の経済的合理性の検証について、定量的な判断基準として用いる計算式を

記載している。
◼ 政策保有株式の縮減方針・目標を記載した上で、「政策保有株式の縮減の状況」をグ

ラフで示して進捗をわかりやすく記載している。

グンゼ株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.66 

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋

46

目次に戻る

連結売上高：1,371億円、提出会社従業員数：1,401人、連結従業員数： 4,339人、市場区分：プライム

6-2
政策保有



[参考になる主なポイント]
◼ 政策保有株式の保有の合理性の検証方法について具体的な指標や検証する際の考

慮事項（ROAは、直近年度の値と過去５年平均値を比較し、大きい方を用いる）も含め
て記載している。さらに、取締役会において検証を実施した時期について明示している。

ホッカンホールディングス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.51 

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋

47

目次に戻る

連結売上高：924億円、提出会社従業員数：63人、連結従業員数：2,206人、市場区分：プライム

6-3
政策保有



[参考になる主なポイント]
◼ 保有の合理性を検証する方法につき、経済合理性につき採算性が基準を未充

足となった場合の対応も含めて、具体的な内容を記載している。

株式会社池田泉州ホールディングス（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.99 6-4

48

目次に戻る

連結経常収益：930億円、提出会社従業員数：15人、連結従業員数：2,252人、市場区分：プライム 政策保有

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋



[参考になる主なポイント]
◼ 保有目的を純投資目的に変更した投資株式に関して、投資株式の売買にかかる意思

決定について、政策保有株式の所管部署から投資有価証券の所管部署に移管し、後
者所管部署において随時売買にかかる意思決定の判断をしている旨を記載するほか、
政策保有株式と純投資目的である投資株式の保有目的に資する議決権行使基準を定
め、議決権行使結果を取締役会に報告する旨を記載し、組織上、投資判断、議決権行
使等に関して取締役会に行使結果を報告する体制を整備していることを明示している。

株式会社七十七銀行（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.92,１03 

49

目次に戻る

連結経常収益：1,715億円、提出会社従業員数：2,291人、連結従業員数：2,537人、市場区分：プライム

6⑧‐16-5
政策保有

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋

（中略）



[参考になる主なポイント]
◼ 取引先に対して売らせない圧力をかけることはないとともに、自社の株式を保有するこ

とを自社グループとの取引継続の条件とすることはないとの方針を明確に記載してい
る。

アンリツ株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.71

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋

50

目次に戻る

連結売上収益：1,129億円、提出会社従業員数：1,713人、連結従業員数：3,966人、市場区分：プライム

6-6
政策保有



[参考になる主なポイント]
◼ 変更後の売却方針について、具体的に1年以内に売却する方針であることを記載して

いる。

株式会社北洋銀行（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.89 6-7

51

目次に戻る

目次に戻る

連結経常収益：1,506億円、提出会社従業員数：2,377人、連結従業員数：2,772人、市場区分：プライム 政策保有

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋



[参考になる主なポイント]
◼ 純投資目的への振替えの根拠が不明瞭な開示例が散見されるなか、「政策投資として

保有している株式の保有目的を純投資目的に変更することは行いません」・「売却まで
一時的に保有を行う場合においても、その過程で純投資目的への変更は行いません」
と明記する点で、企業実態を適切に把握したいとする投資者のニーズに整合する方針
を開示している。

東京海上ホールディングス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.90

52

目次に戻る

連結経常収益：8兆4,401億円、提出会社従業員数：１,232人、連結従業員数：51,436人、市場区分：プライム

6-8
政策保有

【株式の保有状況】 ※ 一部抜粋



７．その他のコーポレート・ガバナンス



[参考になる主なポイント]
◼ 取締役会の活動状況について、開催頻度、出席状況を簡潔にまとめており、また、具

体的な検討内容のほか、開催日ごとの主な審議事項について具体的に記載している。

インフロニア・ホールディングス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.67-68

54

目次に戻る

連結売上高：8,475億円、提出会社従業員数：102人、連結従業員数：8,076人、市場区分：プライム

7-1
コポガバ

【コーポレート・ガバナンスの概要】 ※ 一部抜粋



[参考になる主なポイント]
◼ 取締役会における検討内容について付議報告件数及び全体に占める割合を開示して

おり、当事業年度における実績として取締役会がどのテーマをどれくらい議論したかを
読み取ることができる。

神鋼商事株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.32 

【コーポレート・ガバナンスの概要】 ※ 一部抜粋

7-2
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目次に戻る

連結売上高：6,171億円、提出会社従業員数：456人、連結従業員数：1,437人、市場区分：プライム コポガバ



[参考になる主なポイント]
◼ 監査役会の具体的な検討内容として、重点監査項目、監査のポイントを開示するだけ

でなく、それぞれの重要点項目についての監査役会の認識を開示している。

株式会社シモジマ（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.47-48 

【監査の状況】 ※ 一部抜粋

7-3

56

目次に戻る

連結売上高：606億円、提出会社従業員数：634人、連結従業員数：842人、市場区分：プライム コポガバ



[参考になる主なポイント]
◼ 取締役会、会社が任意に設置する委員会の開催頻度、出席状況が表形式で明瞭に記

載されている。
◼ 取締役会、会社が任意に設置する委員会の具体的な検討内容が詳細に記載されてい

る。また、取締役会・グループ戦略委員会の審議事項・検討内容は項目別に記載して
いる。（次ページも同様）

株式会社ワコールホールディングス（1/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.94-97 

【コーポレート・ガバナンスの概要】 ※ 一部抜粋

57

目次に戻る

連結売上収益：1,738億円、提出会社従業員数：89人、連結従業員数：16,124人、市場区分：プライム

7-4
コポガバ



株式会社ワコールホールディングス（2/2） 有価証券報告書（2025年3月期） P.94-97 

【コーポレート・ガバナンスの概要】 ※ 一部抜粋

58

目次に戻る

連結売上収益：1,738億円、提出会社従業員数：89人、連結従業員数：16,124人、市場区分：プライム

7-4
コポガバ



株式会社オリエントコーポレーション（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.57-58 

【コードレート・ガバナンスの概要】 ※ 一部抜粋

59

目次に戻る

連結営業収益：2,452億円、提出会社従業員数：3,970人、連結従業員数：6,683人、市場区分：プライム

[参考になる主なポイント]
◼ ガバナンスの 改善や向上に向けた取組状況として、取締役会の実効性評価について、

識別された課題と今後の対応・改善策について記載している。

7-5
コポガバ



株式会社ゼンリン（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.48 

【監査の状況】 ※ 一部抜粋

60

目次に戻る

連結売上高：643億円、提出会社従業員数：2,425人、連結従業員数：3,574人、市場区分：プライム

[参考になる主なポイント]
◼ 内部監査部門が取締役会に直接報告を行う仕組みが無いことを明示するが、監査等

委員会への報告と代表取締役社長に対する監査報告会に監査等委員会が出席して
連携を図る体制がとられていることを記載している。

7-6
コポガバ



(参考) 本開示例集に採り上げた企業における
コーポレート・ガバナンス開示に関する取組例



企業の主な取組み（株式会社 丸井グループ）

• 2020年3月期より知識創造型企業への進化を宣言し、「小売×フィンテック×共創投
資」の三位一体のビジネスモデルを推進。

• 共創投資先には非上場のベンチャー企業やスタートアップ企業が多く含まれ、投資
後の上場や株価上昇によりB/S計上額の大幅な増加が懸念されるため、共創投資
の推進を踏まえ2022年3月期の有価証券報告書より共創投資分を区分して記載。

経緯や
問題意識

• 共創投資については、投資先との協業や共創によるシナジーを追求し、オープンイ
ノベーションによる企業価値向上を目的としており、その効果を最大化するために専
任部署を設置して取り組みを推進。

• 投資効果を定量的に確認するために、共創投資先のシナジーによる貢献利益額や
IRRを算出し、取締役会・経営会議への定期的な報告を実施。

取組やプ
ロセスにお
ける課題・

工夫等

• 共創投資銘柄の保有効果を定量的かつ視覚的に示すため、共創投資先のシナ
ジーによる貢献利益について、セグメント別の貢献利益額の推移をグラフで記載。

• 共創投資先との取り組みについては、内容によっては開示可能な情報が制限され
ることもあるため、そのような銘柄の保有目的について、いかに表現すれば有価証
券報告書の利用者に より正確にご理解いただけるのかという点については課題。

開示をする
にあたって
の課題・工

夫等

• 政策保有株式については全銘柄売却へと進めていく方針のため、「共創投資」銘柄
のみの保有となった際は、保有目的や保有効果についての記載の拡充に努め、ま
た共創投資はビジネスモデルの転換等に伴いその位置づけや保有方針が変更に
なることも考えられるため、開示内容が随時アップデートされるような方法を模索し
ていく予定。

更なる充
実化に向

けた取り組
み予定等
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企業の主な取組み（東京海上ホールディングス株式会社）

• 当社のリスクポートフォリオを見直し、2024年度から、「政策投資として保有している
株式は、2029年度末までにゼロ」にする方針を掲げた。

• その中で、実質的な縮減を促進させるため、保有実態を変更せずに純投資目的へ
振替える「保有株ウォッシュ」を行わない意思を明確に示すこととした。

経緯や
問題意識

• 会社として意思決定した上記方針を徹底するため、社員への方針説明を行い、政策
保有株式の売却交渉を行う際にも、純投資目的への振替えを行わないことを発行
体へ伝えている。

取組やプ
ロセスにお
ける課題・

工夫等

• 売却まで一時的に保有を継続する銘柄についても、見かけ上の形式的な縮減とな
らないよう、純投資目的への振替えを行わないことを明記し、投資家に対して当社
の一貫性のある姿勢を示すことを心掛けた。

開示をする
にあたって
の課題・工

夫等

• 政策保有株式について、純投資目的への振替えに関する方針を引き続き開示する
とともに、売却実績や今後の売却計画等についても同様に開示を継続していく。

更なる充
実化に向

けた取り組
み予定等
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企業の主な取組み（株式会社ワコールホールディングス）
7-4

コポガバ

• 当社の定める「コーポレートガバナンス・ガイドライン」において、コーポレートガバナンスの基本的な方針・目的を
「すべてのステークホルダーと『相互信頼』の関係を築くため、企業経営の透明性を高め、公正性・独立性を確保
することを通じて企業価値の持続的な向上を図ること」と謳っている

• 機関設計として監査役会設置会社を選択し、多くの上場企業と同様にコーポレートガバナンス体制の模式図を開
示しているが、そこに示した取締役会や任意設置の委員会等で、誰が何をいつ検討し決議しているのか、株主や
投資家といった社外に限らず社内に対しても透明性を以てできるだけわかりやすく伝えることが必要と感じていた

経緯や
問題意識

• 当社は「ステークホルダーからの信頼感の向上（社会的価値創造）」と「組織のパフォーマンス向上（企業価値向
上）」という2つの観点から、毎年、取締役会の実効性について、社外取締役・監査役の意見を重視した評価を行
い、評価によって抽出された課題に対する改善施策に取り組み、公正性・独立性を確保した取締役会の機能と実
効性を継続的に高められるよう努めている

• 2024年3月期からグループ戦略委員会を設置した。取締役会から、経営理念・方針、中長期の経営戦略や中期の
事業戦略と経営資源の配分など、重要な経営課題等についての諮問を行い、同委員会は必要に応じて社外から
アドバイザーや有識者を招聘し、多面的で十分な討議を尽くした答申をしている

取組やプ
ロセスにお
ける課題・

工夫等

• 取締役会の実効性評価等を踏まえながら、コーポレートガバナンスの整備・向上に断続的に努めているものの、
そうした実態が適切に発信できているか、わかりやすく整理して表記できているか、常に課題意識を持っていた

• 取締役会等の活動状況、具体的な審議事項や検討内容などの実績開示が求められる中、可能な限り、5W1Hを
明示し、一方で固有の名称や事象の表記を避けながらも抽象的にならない開示にするように工夫した

• 表形式と項目による区分を用い、中期経営計画に掲げている骨子の取り組みや課題にかかる審議実績を、簡潔
になり過ぎることなく株主や投資家の関心・目線に沿って網羅できるように努めた

開示をする
にあたって
の課題・工

夫等

• 取締役会等の活動状況をわかりやすく示すだけに止まることなく、冒頭に記した本質的なコーポレートガバナンス
の方針・目的に沿って企業統治の強化が図られていること、すべてのステークホルダーに対する適正な価値配分
に努めていること、といった当社の企業姿勢の理解に役立てていただけるよう、引き続き、株主や投資家をはじめ
とするステークホルダーの関心や意見に耳を傾ける機会を増やしていきたい

• 他方、「取締役会の監督機能強化と業務執行の機動性・迅速性の確保」は、当社に限らない普遍的な課題である
が、その実効性が高まっているかどうかについても伝わる開示内容のあり方を工夫するように努めていきたい

更なる充
実化に向

けた取り組
み予定等
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企業の主な取組み（株式会社オリエントコーポレーション）

• 当社の利益水準は年間100億円規模で計上するも経営目標については未達

• 金利情勢など激変する経営環境に対処できるビジネスモデルおよびガバナンス態勢
の構築が不可欠

経緯や
問題意識

• 早期に従来型信販モデルからの発展的脱却を目指し、取締役会は戦略策定と監督
機能を重視、業務執行権限を取締役社長に最大限委譲することで業務執行の機動
性を確保

• 取締役会で示した大きな戦略の方向性および取締役会実効性評価にて識別された
課題に対して、執行側が今後の取組み内容（案）を策定

• 監督側と執行側の協議により取組み内容を決定。それを踏まえ取締役会は年間の
アジェンダをセッティングすることでPDCAサイクルを確立

• なお、取締役会実効性評価のアンケート内容は、当社の課題や実態に踏まえ事務
局が主導となって作成し、その回答をもとに第三者によるインタビューを実施

取組やプ
ロセスにお
ける課題・

工夫等

• 取締役会実効性評価は単年度ではなく、不断の取り組みとして継続していくことが
重要であり、前期の課題とそれに対する取組み、評価結果等をテーマごとに開示

• 取締役会で重要視する戦略観点および監督観点等、情報開示の充実を図ることに
より、投資家を含むステークホルダーとも目線感を共有

開示をする
にあたって
の課題・工

夫等

• 監督側と執行側の役割を明確にすべく、取締役会議長を非業務執行取締役に限定

• 経営目標達成の蓋然性を高めるため、取締役会は業務執行のプロセスと成果の妥
当性を検証し、リカバリー策もしくはリスクテイクを支える議論の充実が不可欠。取
締役会の重点事項（重要な戦略、監督等）を深掘議論する取締役懇談会を新設

• 取締役会の開催都度、取締役会議長から執行側経営陣幹部に対し、取締役会の内
容をフィードバック

更なる充
実化に向

けた取り組
み予定等
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Ⅲ. 重要な契約等の開示



対応にあたって参考となる開示例の目次（１／１）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

８．重要な契
約等

企業・株主間の
ガバナンスに関
する合意に該当
する重要な契約
等の開示におい
て、取締役会に
おける検討状況
その他の当該
提出会社におけ
る当該合意に係
る意思決定に至
る過程、又は、
当該合意が当
該提出会社の
企業統治に及
ぼす影響（影響
を及ぼさないと
考える場合には、
その理由）の記
載がない又は不
明瞭である。（本
紙P.59-60参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a. 取締役会における検討状況その他の
当該提出会社における当該合意に係る意
思決定に至る過程及び当該合意が当該
提出会社の企業統治に及ぼす影響（影響
を及ぼさないと考える場合には、その理
由）を具体的に記載

• 日立建機株式会社[8-1] (a)
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８. 重要な契約等



日立建機株式会社（1/1） 有価証券報告書（2025年3月期） P.38-39 

【重要な契約等】 ※ 一部抜粋

69

目次に戻る

連結売上収益：1兆3,712億円、提出会社従業員数：5,991人、連結従業員数：26,101人、市場区分：プライム

[参考になる主なポイント]
◼ 企業内容等の開示に関する内閣府令で要求されている記載項目を項目別に記載し、

対応関係が明瞭である。
◼ 取締役会における検討状況その他の当該提出会社における当該合意に係る意思決

定に至る過程及び当該合意が当該提出会社の企業統治に及ぼす影響（影響を及ぼさ
ないと考える場合には、その理由）の記載がされている。

8-1
重要な
契約等



Ⅳ. 内部統制報告書の記載



対応にあたって参考となる開示例の目次（１／１）

項目 課題 留意事項等 参考となる開示例

９．内部統制
報告書

内部統制報告
書の「財務報告
に係る内部統制
の評価の範囲」
の記載について、
改正内部統制
府令ガイドライ
ンで定められて
いる事項につい
て「決定した事
由」の記載がな
い又は不明瞭で
ある。（本紙P.64参
照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a. 内部統制報告書の「財務報告に係る内
部統制の評価の範囲」の記載について、
改正内部統制府令ガイドラインで定めら
れている事項についての「決定した事由」
を併せて記載

• LＩＮＥヤフー株式会社 [9-1] (a)
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９. 内部統制報告書



LＩＮＥヤフー株式会社（1/1） 内部統制報告書（2025年3月期） P.2-3 

内部統制報告書※ 一部抜粋

73

目次に戻る

目次に戻る

連結売上収益：1兆9,174億円、提出会社従業員数：11,035人、連結従業員数：27,003人、市場区分：プライム

[参考になる主なポイント]
◼ 評価範囲を決定した事由につき、内部統制ガイドラインで開示が求められる事項につ

いて漏れがないように項目ごとに理由とともに記載している。

9-1
内部統制
報告書



！ 本開示例集の公表をもって、開示例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証するものではない。
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